　　　各　位　殿

      
平成２１年９月２９日
[image: image1.jpg]


       地 球 市 民 機 構

理 事　　市 河 政 彦
理 事　　佐 藤 敬 一

お　知　ら　せ
大変御無沙汰しております。早速ながら

１、　別紙NO１～NO３に示す「与党の緊急対算に関する提案」は平成２０年１１月７日付で市河政彦が、当時の連立政権に検討していただくことを願ってモラトリア法の実現を提案したものです。しかし、私の提案は「モラルハザート」が生ずるので論議することなく門前払いを受けました。

２、　そこで市河が、明治大学OBのWさんに経緯を話したところ、民主党の長妻議員に提出してみたいと云って、平成２０年１２月１２日に長妻議員（現在は厚生労働大臣）に別紙ＮＯ４～ＮＯ６を手渡してくれました。それから新年を迎え、８ヶ月後に衆議院が解散された結果、民主党を中心の、鳩山政権が発足したのは衆知のとおりです。

３、　民主党の新内閣では亀井静香金融担当大臣が「モラトリア法案」として国会提出を計画しております。が、その内容は計らずとも、昨年における私の提案と完全に一致しています。この事実を地球市民機構の仲間に話したところ、元、東京信用保証協会本店審査部長であり、且つ、「中小企業活性化の秘策」の著者でもある佐藤敬一氏等と共鳴し、地球市民機構の名において、亀井静香大臣の政策を支援することに決まりました。

４、　申し入れの内容はＡ１～Ａ３のとおりです。未熟な地球市民機構ではありますが、皆様にも私どもの活動にご支援を賜り、且つ、お気付きの点がありましたら遠慮なくご指導下さるよう、とりあえず報告させて頂きます。

以　上

金　融　庁　担　当　大　臣



　　平成21年９月２９日
亀　井　静　香　殿

地 球 市 民 機 構
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東京都中野区東中野２－２２－２１
ロータスステージ６Ｆ

TEL：03-3360-2021　FAX：03-3360-2022
同機構理事　市 河 政 彦
ＮＰＯマンション管合理総支援センター
同機構理事　佐 藤 敬 一
元・東京信用保証協会本店審査部長
モラトリアム法等への提言
テレビ朝日おける平成２１年９月２７日サンデープロジェクトにおける亀井静香大臣の発言につきまして、全面的支援をする意味において本書を差出します。「モラトリアム制度」の制定につきましては、実は自公連立政権に提言したものです。しかし、自公政権は研究の対象にならないと云うことで門前払いされました。この度、政権が変わり、今、亀井大臣が勇気を振りかざしながら世界の先進国に先だって２１世紀における新しい経済、財政学の樹立を目指しておられることについて、当方の関係者一同は全力で応援することを決意し、以下、更なる請願を致します。
提言の要旨
１、　景気浮揚のため、不動産を担保とした中小企業、および個人住宅ローン等の債務者の申し入れを前提に、最終の支払期限を３年間延長できるとした上で、当面は元金の支払を３年程度留保し、利息だけを払えばよいとする緊急立法をお願いします。
２、　不動産を担保としていない既存の融資については信用保証協会の基金を２，５兆円に増額し保証額50兆円に拡大し、前項と同じく希望者には元金の支払を３年程度留保できる旨の緊急立法をお願いします。
３、　ＢＩＳ規制に基づく貸し渋りにつきましては、国内だけで営業する金融機関については融資金の４％、国際決済を行う大手金融機関については融資金の８％を融資金に加算して融資することによって債務者が銀行等の増資を引き受ける方法で解消できる制度を創設することによって、解決して下さるようお願いします。

４、　本件の制度が困難な１つに元利の支払の留保に対して金融庁が示した４種の分類があって、強制的分類によって税務会計、商業会計と、全く別に引き当て金を積まされるのに、叶わないとする意見が銀行などから寄せられています。本書を実行する場合、この制度を改善してくださるようお願いします。
理由の要旨
１、　百年に一度と言われる金融危機の背景には、既存の近代経済学が機能不全に陥ったことに根本的原因です。時代が変わっているのに対し使い古した債権者絶対の経済理論や財政学では２１世紀の役には立たないように思います。新時代に適合した経済学の樹立が必要です。しかし、それには時間がかかりますので、とりあえず提案要旨実行の検討をお願いします。
２、　売上げや原材料高で滅収益が落ち込んだ中小企業に、過去に執られた保証協会の枠を広げた融資の実行をするという自公政権の政策では、中小企業が多重債務に落ち込む」可能性が少なくありません。せっかくの融資が中小企業を多重債務に陥れた例は、新東京銀行の融資にも見受けられます。一時しのぎができても、いずれは破綻するのではないでしょうか。
３、　上記の施策は財政負担ゼロで、中小企業および民間に資金の余裕が生まれます。無借金経営の中小企業は倒産しません。倒産に至るのは銀行の元金支払を優先しなければ資金の供給が断たれるので、商品代の支払や従業員の給与が支払えなくなり、リストラ、または倒産に至ります。しかし、元金留保によって中小企業のキャシュフローは格段とよくなります。個人や中小企業に余裕金が出ると、金融機関には預金が増えて新たな貸出しの余裕がでます。
４、　一方、住宅ローンを借りた個人にも、キャッシュに余裕が出て購買力が増加し個人消費落込み防止にも効果があります。仮にリストラされても、利息だけなら親族等の協力を得ながら払える人もありますので、差押えや競売も少なくなり不動産価格の値下がり防止にもなり、銀行の貸出しも不良債権化しないで済みます。

５、　本来、金融資本は（信用創造で作り出されたバブル的資金による融資も含めて）資金は融資等を受入れた債務者に利益をもたらすものでなければなりません。しかし、現在の金融資本は、餓鬼界の上に構築されたエゴ拡大の行為でしかないように見えます。債権者絶対優位の制度は、今世紀内に改める必要があります。
６、　自公政権はバブル克服の体験をもって、世界規模の金融危機の解決に主導的役割を示して行くことを宣言してきました。しかし、バブルの発生から克服の間には次のような問題があったことも包み隠すことなく反省を含めて各国に説明し、２度とバブルを発生させることがないようにお願いします。
①　そもそも日本のバブルは政府主導の下で発生しました。１９８５年アメリカとのブラザ合意により内需拡大政策を約束した日本政府が、金融を青天井にしたのが原因でした。
②　高齢化と少子化社会を目前にしていたことからすると、金融緩和政策は、高齢化や少子化社会に対応した目標に金融を誘導すべきであると、私はバブル期に於いても親しい議員に申入れましたが正式には受入れて頂けませんでした。

③　しかし、政府は目的を示すことなく青天井の金融政策を執ったことに原因して資金は土地と株に流れてバブルが発生しました。結果としてバブルの克服に国民に膨大な損失を被りました。

④　２１世紀に向けて、目標を定めての内需拡大政策を執っていたとすれば、今日の高齢者向け施設の不足はなかったはずである。また少子対策として、総合対策をとっていれば、今日の医者不足も発生しなかったはずです。

⑤　バブル克服によって企業と国民が被った膨大な損失金額は、損失とは逆に高齢化、少子化に適合した施設となって、２１世紀の日本国内に優良資産として残すこともできたのではないでしょうか。

⑥　長い目で見れば、赤字国債の発行も今日より桁違いで少なく済んだと思います。赤字国債の残高が今日ほどでなければ、低賃金の介護士問題の発生もなかったばかりでなく、高齢化社会に備えて医師のも数多く育てることができたはずです。

⑦　しかし自公政権にはバブルの克服の過程で国民にその責任を押付け、金融機関を救済したと言っても、裾野に広がる中小企業や個人は甚大な犠牲を被りました。金融機関の融資条件変更を金融庁が不良債権扱いにしたことにより、必要以上に不良債権を発生させ、多くの企業も潰しました。

⑧　その結果、バブル克服政策においては、やる気のあった人たちを再起不能に陥れて、年間３万人を超える自殺者を発生させる世の中をつくり出したことに対する反省が前政権には皆無だったように思えてなりません。そういう実体からしても、今後は金融問題で国民を奈落の底に落とすことのないようお願いします。
７、　亀井大臣の主張に対しては経済評論家など多くの反対があるのは知っております。借りたお金を契約通りに払うのは個人責任であり、政権が関与すべきではないと云うのです。しかし、それは政府における政策の失敗を、個人に転化するものであって納得できません。
８、　もともと経済という用語は、江戸時代に創り出された「経世済民論」です。経世済民の経世とは政治であり済民を今日的に表現すると中小企業や住宅ローンの債務者の救済以外にありません。亀井大臣の主張こそ本来の経済です。旧い経済評論家には絶対に負けることなく、モラトリア法を成立させて下さい。
９、　次に外来語のエコノミックスはギリシャ語のオイコノミコスであり、それは共同体のあり方を意味すると聞いています。共同体のあり方には種々ありますが、済民の思想を中心にしなければ共同体は崩壊し民は苦しみます。その意味からしましても、金融を人と支配する道具にするのは誤りです。

10、　亀井大臣が主張されるように、借りてあってこそ、貸手の利益に通ずることからしても、債権者に殺傷与奮の権利を与えてきたこれまでの制度は誤りです。その意味でも亀井大臣の主張は正義の実践です。声を大にして応援します。
以　上
経済･財政再建への｢第二次安定化政策｣の緊急提言
｢モラトリアム法案｣の代案として、中小企業支援の金融政策提言
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9月21日、地球市民機構金融・経済研究部会（世話人 市河政彦 氏）主催の座談会が、｢中小企業・個人支援の金融政策提言｣をテーマに、地球機構事務局(東京都中野区東中野二丁目)で行われた。パネラーは,(株)新世紀研究会 市河政彦 会長、｢第二次安定化政策｣の提言者 佐藤敬一 氏ほか４名。

市河政彦氏は、平成20年11月7日付｢与党の緊急対策に関する提案｣の中で、｢中小企業、個人住宅ローン等の既存貸付に対して、最終の支払い期間を3年間延長、元金の支払いを3年程留保、利息だけを払う緊急立法実施、新規融資の場合、融資金の中から大手銀行での８％、国内営業限定の金融機関においては４％程度の増資を引き受けさせ、BIS規制に基づく融資の貸し渋りの原因を解消できる｣、と主張した。

また、市河氏は、亀井静香郵政・金融相が9月15日、銀行借り入れの返済猶予制度である｢モラトリアム法案｣を導入する意向を表明したことに満腹の賛意を表明した。「この法案は、与党三党が連立政権樹立の政策合意に盛り込んだ｢貸し渋り・貸しはがし防止法｣として、資金繰りが苦しい中小企業に借入金の返済を3年程度、猶予(モラトリアム)したり、金利などの貸し付け条件を変更できる措置を盛り込むことを想定している。」(9.18産経)しかし、金融界では、｢中小企業や個人向けは銀行の利益の9割近くを占める。返済を3年も止めることは血の流れを止めること。生きていけない。｣、と悲鳴を上げている現状である。(9.18読売)

これに対して、佐藤敬一氏は、｢金融庁の不良債権対策としての中小企業への信用凍結政策の結果、合成の誤謬となり、中小企業への流通資金流量が大幅に減少、貧血・危篤状況である。(図1)

上場企業でさえ資金が不足すれば企業の存続も不能となる臨終直前で、市河政彦氏の主張も充分に理解できる。但し、金融機関の立場を含めて、平成20年1月付提言した｢第二次安定化政策｣で充分解決できる。｣、と力説した。

(図2)佐藤敬一氏は、今秋にも立案を目指している｢モラトリアム法案｣の代案として、｢第二次特別信用保証制度｣の早期導入と、議員立法による｢信用保証基金確保法(時限立法)｣の制度化を強く求めて行きたいと述べた。又、来日中の廣瀬輝夫博士（社）日本医療経営学会理事長は、診療所や地方の病院は資金力がないので困っている。彼等も中小企業の仲間として考えてもらいたいと述べた。　　　　　　　　　『Korea　Today』２００９年１０月号　　　(金 金山記者)
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